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外国人招待演者は，オーストラリアの西シドニ一大学 CSchoolof Law， 
University of Western Sydney) からFrancineFeld氏(法学部講師)， 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































土後期課程)およびNiculescu] acqueline Christina (筑波大学大学院人文社
会科学研究科博士前期課程(当時))の両名の多大な助力があったことを謝
意とともにここに記しておく。
(2) 第3報告については紙幅の都合から大幅に省略せざるをえなかった。当該
報告を補充するものとして鈴木利慶「明大からの処方鐘 医療事故対策I
~mJ (，明治J41~43号. 2009年)を参照されたい。そこでは，本セッショ
ンが設定したテーマに関する日本の現状が詳細に述べられている。
(明治大学法学部・医事法センター 小西知世)
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第3セッション:医療事故と病院ガパナンス
【はじめに]
第3セッション「医療事故と病院ガパナンスJでは.r事故発生後の院内
対応のあり方J.具体的には.(1)事実の調査.(2)弁護士の関与と役割.(3)患者・
家族への対応.(4)院外(行政当局，警察，損保会社等)への報告・届出など
を検討することが問題意識とされた。
報告者としてマイケル・アダムズ (MichaelAdams)教授，指定発言者と
して児玉安司特任教授の2名が予定されたが，アダムズ教授は体調不良のた
め来日がかなわず，以下のような報告要旨が同教授の代理のフイリップ・ポー
ター (PhilipPorter)元西シドニ一大学講師より代読された。
「医事法の領域は豪州においても重要性を増している。その中で公立及び
私立の病院における病院ガパナンスのあり方をめぐる問題は医事法における
中心的課題の一つである。病院理事会は，公的制度の領域では患者および政
府に対して責任を負い，民間セクターにおいては利害関係者に対して責任を
負うものである。病院におけるガパナンスということについては特に優れた
制度があるというものではなく，コモンローの国々における単一の理事会制
度も，また大陸?去の悶々における病院理事会の上に立勺監査役会制度も，共
に優れた制度であるといえる。病院ガパナンスを成功させる鍵は病院理事会
における理事の資質にあり，病院理事会を十分に機能させるために必須のこ
とは説明責任と透明性ということである」。
[報告要旨】
シンポジウムにおいては事実上の主報告として 児玉特任教授が「陸療機
関のガパナンス」について.(1)日本の企業統治(ガパナンス). (2)医療と市
場原理.(3)医療ガパナンスの現状と課題という内容について.(2)と(3)を中心
として概ね以下のような報告をされた。
「医療と市場原理」について，医療には資本市場，労働市場(医療専門職
労働市場).消費市場(医療サーピス市場，医薬品・医療機器市場)が区別
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される O このうち「医療の労働市場」においては，医師の病院との関係にお
ける身分が労働者なのか，あるいは病院からは独立した存在なのかというこ
とが問題となる。もともと大学病院における医局講座制のもとで，国公立病
院は医師の同講座からの派遣先であったし，また医師の病院における研修の
義務化ということもあった。このようなシステムのもとで医師の自由開業は
制限されてもきたのである。
次に「医療の資本市場Jについて医療法54条により，医療法人は剰余金の
配当を禁止されており，また株式保有による会社支配が禁止されているので
営利事業は禁止の状態にある。この結果，先端医療分野で企業との合弁事業
もなしえない状況となっている。
「医療の消費市場Jについては，第1に医療サービスの分野で，価格弾力性
が小さい，情報の非対称性が大きい，結果の不確実性が大きいといった状態
があり，医療サービスにおける市場機能が発揮しにくくなっている。この結
果，適正な医療の質，医療における安全を求める国民の強いニーズ、に答える
ととが難しいといった状況が生じている。
第2に医薬品・医療機器の市場で，大学病院が開発者として，また治験か
ら審査にいたるまでの行政規制関与者として大きな役割を担い，さらには大
口の顧客として製薬メーカーに対する大きな影響力も有している。にもかか
わらず，大学病院は高度先進医療に係る価格規制などの存在により，その取
引力を発揮できているわけではないという現状もある。
「医療ガパナンスの現状と課題」について まず医療機関のガパナンスの
現状であるが，前提となるのは医療法の定める医療機関の管理に関するシス
テムである。すなわち，医療法10条は，病院又は診療所の開設者は，それが
|亙業をなすものである場介はこれを医師に管理させなければならないと定め
る。そして，同法15条はJ 病院又は診療所の管理者は，勤務する医師，歯科
医師，薬剤師その他の従業者を監督し，その業務遂行に欠けるところのない
よう必要な注意をしなければならないと定める。ここで病院等の「開設者」
は医療法人や地方自治体であり.I管理者Jとは院長である。院長には医療
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法人の代表権はない。そして，医療法人の代表権を有する理事長とそのもと
で病院の管理にあたる院長の権限関係，管理と責任のシステムを定める組織
法が十分に法定化されていない。
このようなことから，医療事故における被害者救済について法人たる病院
の賠償責任のみが先行する形となり.医療に従事する医師の職業上の責任
(professional liability)が独立して十分に問われえないシステムとなってい
る。
こうして，医療機関のガパナンスは.(1)医療サービスにおける市場機能が
発揮しにくくなっている現状.(2)医師の職業上の責任を明確化する病院の管
理と責任に係る組織法の未発達，さらには(3)病院の開設者と管理者に対する
監査システムの未発達ということから，医療サービスの質を高めるためのガ
パナンスの仕組みが欠落しているという状況のもとにあるといわざるをえな
いであろう。
そこで次に「医療のガパナンスの発展の方途」の発見が課題とならざるを
得ないが，この点について手がかりとなるのは2006年の医療法の改正により
医療安全支援センターの設立を含む医療安全対策が法制化されたことであ
る。今後，医療の質の向上，医療の安全の向上を核とする「医療におけるガ
パナンス」を確立するために「匿療専門職の自律性を高める方策J["医療機
関の組織を整備する方策J["医療における情報提供システムの構築とそのた
めの市場原理の活用Jのためのさまざまな方向における検討が必要である。
そのための一つの核心は，医療において専門家の権威を前提として，市民・
患者が沈黙するという体制から，専門家と市民・患者が対話を行えるシステ
ム，そのための適切な情報提供の仕組み，意思決定への市民・患者の参加の
確保といった全体として整合性の高いシステムにいかに移行させるかという
ことであろう。
[質疑・討論]
討論は，報告者としてポーター氏，児玉特任教授 パネリストとしてサピ
デイーン教授，マコスキー弁護士，鈴木教授を迎え，高橋の司会のもとで自
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由討議いう形をとって行われた。主として次のような点が討議された。
第lに日本と比較する趣旨で豪州およびドイツにおける医療，特に病院の
経営の仕組みについての質問があり 次の点が明らかにされた。豪州では公
立病院が中心であり，とれは政府が経営・管理している。次に多いのは私立
病院でこれは慈持事業として行われている場合が多い。さらに専門医のグ
ループにより設立されている小さな病院がある O ドイツでは，宗教法人など
の非営利団体の設立する病院が一番多く，ナト|立の大学病院などの公立病院が
それに続いている。民間の病院も多い。これらの病院のCEOとしての経営
責任を担っているのは病院長である。病院長は非営利団体による病院はその
団体が，公立病院の場合は州政府が，民間病院の場合は出資者がそれぞれ病
院長を選任している。病院の監督組織は強制ではないが，事実上設けられて
いて病院の経営の監査に当たっている場合も多い。以上の説明に関連して，
会社における株主と取締役会の関係とは異なる病院理事会の機能があるのか
が質問されたが，病院理事会マはそもそも意思決定の前提となる病院内医療
情報の各理事聞の公平な共有をどのようにはかるかという点での難しさがあ
るとの点が指摘された。
第2に，医療法人(理事長と理事会)と，その病院長，及びそこでの医療
従事者の関係(病院と医師との関係)をどのように解したらよいか，つまり
医師は労働者なのか独立した契約当事者という存在なのかという点が問題と
された。豪州では公立病院の公費による患者については病院の勤務医として
の医師が治療に当たり.専門医の治療ということになると，専門医は病院と
の聞の契約により医業に従事している(病院使用特権保有者)ところから，
プライベートな患者との関係となり 報酬も出来高制によるということにな
る。ドイツでは病院で働いている医師の大半は勤務医であり，病院使用特権
保有医師による自分の患者に対する病院での診療(自由診療)は例外である。
この場合支払いは民間の保険からおこなわれることが多く，高額な支払いが
行われることもあるとの説明がなされた。以上の点についてパネリストとフ
ロアーと間で質疑が行われたが，アメリカでは専門医 (privatedoctor)の
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治療に関するデータを含めて病院とそこでの医師についての中立的立場から
の多国に亘るランク付けが毎年行われ，その結果は一般社会に公表される形
で市場原理が機能していることが指摘された。病院と医師はこのランクを上
げるためにさまざまな努力をしている現状も明らかにされた。
第3に， 日本ではアメリカの上記の例にみられるような市場機能を利用し
た病院ガパナンスという方向とは異なり，むしろドイツとの共通性がみられ
るが，日本における「医療の質の管理Jと「病院管現における責任の所在J
との分裂という事情が病院ガパナンスの発展の障害となっているとすれば，
この2者をどう統合したらよいか，その際の具体的仕組をどのように構想で
きるかということが問題となるとの指摘がパネリストからあり，この点の質
疑が行われた。医師が頂点にいて患者を従属させるという医師と患者の関係
の下では病院ガパナンスは進展せず，むしろ現実は医療がさまざまな職種の
連携から構成される(チーム医療)ことから各職種聞の関係は上下関係にあ
るということでもないとの認識のもとで，医療従事者間，さらには医師と患
者の関係についても医療における責任の所在の明確化という点を含めて水平
的な形を作っていくことが考えられるとの考えが示された。
この点と関連して，医療事故を「未然に防止する」病院のシステムを構築
することが病院ガパナンスの一つの内容となるが 医療事故の未然防止のた
めの事故調査委員会の設置もそのためには有効で，同委員会における医師の
相互評価システム (peerreview) .一般市民の参加(IaymancontroJ)といっ
たことが必要であるとの考えがパネリストから出された。
{おわりに]
討論においては以上で述べた論点の他にも，豪州からは病院ガパナンスに
ついて，それを取り巻く政治・経済的状況もさまざまな影響を与えているの
ではないかとの指摘もあった。この点については医師不足に対する増員の政
治的解決という問題もあり，確かに重要であるとの指摘が行われた。また，
ドイツからも病院ガパナンスの実情がさまざまに紹介された。
病院ガパナンスという問題は 問題そのものについての認識が近時始まっ
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たばかりで，今後企業におけるガパナンスとの類似性・異質性の比較検討，
また国際比較も含めて多角的に検討きれる必要があろう。この意味で，この
度の第3部「医療事故と病院ガパナンス」はそのための第一歩を踏み出した
ものであったと言うことが許されるであろう。
(明治大学法科大学院教授 高橋岩和)
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